
(部局名)

１　開催日

２　委員の氏名及び役職等 委員長 堤　マサエ

委　員 信田　恵三

委　員 村松　滝夫

３  審査対象期間

４　審査契約件数

（１）公共工事

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

うち、低入札価格調査の対象となったもの　

0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 20 件

　　・審議件数 6 件

　　うち、契約金額が500万円以上のもの 1 件

　　うち、契約金額が500万円以上で、参加者が一者しかいないもの

5 件

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの

0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 24 件

　　・審議件数 9 件

　うち、契約金額が500万円以上のもの 5 件

　うち、契約金額が500万円以上で、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

2 件

2 件

　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

0 件

　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの

0 件

５　審査案件の抽出方法

６　審査結果

不適切等と判断した件数 0 件

結果内容及び措置状況（具体的な内容を記載するとともに、審査を行った際の書類も併せて提出すること。）

　審査の結果、不適切と判断した案件はない。

平成２７年１１月５日（木）

山梨県立大学名誉教授

弁護士

税理士

平成２７年１月１日 ～ 平成２７年６月３０日契約締結分

　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

　山梨労働局公共調達審査会審査対象案件１５件のすべてを審議した。

公共調達審査会活動状況報告書

山梨労働局



〔競争入札によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競
争等の別（総合評価の
実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達監視委員
会審議結果状況

（所見）

該当なし

　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　
　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）

様式１

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（公共工事）



〔随意契約によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることと
した会計法令の根拠条
文及び理由（企画競争
又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の役
員の数（人）

備　考
公共調達監視委員
会審議結果状況

（所見）

該当なし

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。

　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

様式２

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（公共工事）

　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　



〔競争入札によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競
争等の別（総合評価の
実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達監視委員
会審議結果状況

（所見）

1
平成27年度山梨労働局電
力需給契約（6施設）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

ミツウロコグリーンエ
ネルギー株式会社
東京都中央区日本
橋本町3-7-2

一般競争入札 11,494,278 10,130,490 88.1%
③

１者
所見なし

2
平成27年度山梨労働局庁
舎機械警備業務委託契約
（11施設）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日
セコム山梨株式会社
山梨県甲府市徳行
3-12-25

一般競争入札 4,139,657 3,913,920 94.5%
③

３者

3

平成27年度山梨労働局空
調自動制御装置及び吸収
冷温水機他保守点検業務
委託契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日
大栄設備株式会社
山梨県甲府市下飯
田2-11-17

一般競争入札 4,012,740 3,531,600 88.0%
③

３者

4
平成27年度甲府公共職業
安定所駐車場整理業務委
託（単価契約）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

公益社団法人甲府
市シルバー人材セン
ター
山梨県甲府市幸町
15-6

一般競争入札 7,043,889 4,618,944 65.6%
③

２者

5
デジタル複合機3台買換
購入並びに平成27年度保
守契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日
株式会社三機堂
山梨県甲府市上石
田4-11-8

一般競争入札 3,868,012 3,744,684 96.8%
③

４者

　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

様式３

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　

　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。



〔競争入札によるもの〕

様式３

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競
争等の別（総合評価の
実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達監視委員
会審議結果状況

（所見）

6

平成27年度電子複写機保
守点検単価契約
「山梨労働局職業安定課
設置機器分」

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日
株式会社三機堂
山梨県甲府市上石
田4-11-8

一般競争入札 1,423,656 1,287,329 90.4%
③

１者

7
平成27年度就職支援セミ
ナー業務委託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

ヒューコムエンジニア
リング株式会社
山梨県南アルプス市
藤田2541-1

一般競争入札 3,528,000 3,240,635 91.9%
③

３者

8
平成27年度シニアワーク
プログラム地域事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

株式会社東京リーガ
ルマインド
東京都千代田区三
崎町2-2-12

一般競争入札 24,400,000 23,295,600 95.5%
③

２者
所見なし

9
平成27年度若年者地域連
携事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

特定非営利活動法
人花ひらく
山梨県北杜市長坂
町日野2397

一般競争入札（総
合評価）

25,605,000 22,574,341 88.2%
③

１者
所見なし

10
平成27年度生涯現役社会
実現環境整備事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨県中小企業団
体中央会
山梨県甲府市飯田
2-2-1

一般競争入札（総
合評価）

5,300,000 5,229,273 98.7%
③

１者
所見なし

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　

　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。



〔競争入札によるもの〕

様式３

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競
争等の別（総合評価の
実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達監視委員
会審議結果状況

（所見）

11
平成27年度山梨労働局
「コピー用紙類」単価契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月13日

株式会社邦文堂
山梨県西八代郡市
川三郷町市川大門
1199

一般競争入札 4,930,723 4,457,521 90.4%
③

４者

12
平成27年度山梨労働局
「その他主要消耗品類」単
価契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月13日
株式会社正直堂
山梨県甲府市中央
2-12-15

一般競争入札 4,159,434 2,981,965 71.7%
③

２者

13
平成27年度山梨労働局
「ファイル類」単価契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月13日
株式会社正直堂
山梨県甲府市中央
2-12-15

一般競争入札 2,144,777 1,199,485 55.9%
③

４者

14
平成27年度山梨労働局
「トナーカートリッジ類」単
価契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月13日

株式会社邦文堂
山梨県西八代郡市
川三郷町市川大門
1199

一般競争入札 2,061,655 1,716,231 83.2%
③

４者

15
平成27年度山梨労働局
「衛生用品類」単価契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月13日
株式会社正直堂
山梨県甲府市中央
2-12-15

一般競争入札 1,188,383 989,432 83.3%
③

１者

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。

　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　

　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）



〔競争入札によるもの〕

様式３

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指名競
争等の別（総合評価の
実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達監視委員
会審議結果状況

（所見）

16

人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業（啓発実践
コース）（介護分野）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年5月11日

公益社団法人介護
労働安定センター
東京都荒川区荒川
7-5-9

一般競争入札（総
合評価）

7,405,991 7,198,300 97.2%
③

１者
所見なし

17

人材不足分野における人
材確保のための雇用管理
改善促進事業（啓発実践
コース）（建設分野）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年5月11日

特定非営利活動法
人花ひらく
山梨県北杜市長坂
町日野2397

一般競争入札（総
合評価）

7,980,801 7,583,760 95.0%
③

１者
所見なし

18
都留労働基準監督署官用
車（軽自動車）交換契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年6月26日

株式会社近藤モー
タース
山梨県甲府市住吉5
丁目547-2

一般競争入札（総
合評価）

1,454,487 1,131,260 77.8%
③

３者

19
雇用保険受給資格決定通
知書外3件印刷

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年2月13日
株式会社三愛印刷
山梨県甲府市宝2-
9-7

一般競争入札 1,795,616 1,533,524 85.4%
③

６者

20 郵便料金計器買換購入

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年2月24日

株式会社小林事務
機
山梨県笛吹市石和
町今井185-2

一般競争入札 3,892,320 3,499,200 89.9%
③

４者

　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　
　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　
　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）



〔随意契約によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の
役員の数

（人）
備　考

公共調達監視委
員会審議結果状

況（所見）

1

平成27年度給与等シス
テムのソフトウェアサ
ポート保守及び使用料契
約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

コンピュータ・システ
ム株式会社
京都府京都市上京
区笹屋町千本西入
笹屋四丁目273-3

当該システムのプログラム使用許諾権は、開発業
者のみに帰属し、他社に使用許諾を認めることは
なく、ソフトウェアの所有権、著作権も当該業者に
帰属していることから、保守部分のみを他業者が
行うことは不可能なため。（会計法第29条の3第4
項）

1,814,400 1,814,400 100.0% 0

2

平成27年度旅費精算シ
ステムのプログラム使用
許諾及びソフトウェアサ
ポート保守業務契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

コンピュータ・システ
ム株式会社
京都府京都市上京
区笹屋町千本西入
笹屋四丁目273-3

当該システムのプログラム使用許諾権は、開発業
者のみに帰属し、他社に使用許諾を認めることは
なく、ソフトウェアの所有権、著作権も当該業者に
帰属していることから、保守部分のみを他業者が
行うことは不可能なため。（会計法第29条の3第4
項）

1,166,400 1,166,400 100.0% 0

3
平成27年度自家用電気
工作物保安監理業務

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

一般財団法人関東
電気保安協会
山梨県甲府市飯田
1-1-24

山梨労働局ほか5庁舎は主任技術者不選任承認
を受けていることにより、庁舎の引渡時に当該業
者を指定されていることから、競争が存在しないた
め。（会計法第29条の3第4項）

1,015,728 1,015,728 100.0% 0

4
平成27年度医療労務管
理相談コーナー事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨県社会保険労
務士会
山梨県甲府市酒折
1-1-11

本事業の目的を達成するためには、医療従事者
の勤務環境改善に係る取組を行う医療機関に対
する労務管理全般にわたる支援等を効果的に実
施する必要があることから、落札価格のみによっ
て選定すると事業実施能力が優れた業者等が受
託するとは限らないため、当該事業の目的に最も
合致する優秀な企画書を提出した者を契約相手方
として選定する方法が最も有効である。よって、一
般競争方式ではなく、企画競争方式を適用した。
（会計法第29条の3第4項）

4,448,520 4,448,520 100.0% 0
③

企画競争
１者

所見なし

5
平成27年度障害者就業・
生活支援センター事業委
託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

社会福祉法人　八ヶ
岳名水会
山梨県北杜市長坂
町小荒間1095-7

本事業は、障害者の雇用の促進等に関する法律
第27条に基づき都道府県知事から障害者就業・生
活支援センターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた団体を委託
先とすることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

16,735,000 16,735,000 100.0% 0 所見なし

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　
　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　

様式４

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局



〔随意契約によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の
役員の数

（人）
備　考

公共調達監視委
員会審議結果状

況（所見）

様式４

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

6
平成27年度障害者就業・
生活支援センター事業委
託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

公益財団法人  住吉
偕成会
山梨県甲府市住吉
4-10-32

本事業は、障害者の雇用の促進等に関する法律
第27条に基づき都道府県知事から障害者就業・生
活支援センターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた団体を委託
先とすることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

20,990,000 20,990,000 100.0% 0 所見なし

7
平成27年度障害者就業・
生活支援センター事業委
託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

社会福祉法人　ぶど
うの里
山梨県甲州市勝沼
町小佐手633-1

本事業は、障害者の雇用の促進等に関する法律
第27条に基づき都道府県知事から障害者就業・生
活支援センターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた団体を委託
先とすることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

16,730,000 16,730,000 100.0% 0 所見なし

8
平成27年度障害者就業・
生活支援センター事業委
託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

社会福祉法人　あり
んこ
山梨県富士吉田市
新西原3-4-20

本事業は、障害者の雇用の促進等に関する法律
第27条に基づき都道府県知事から障害者就業・生
活支援センターとして指定され、本事業の委託先
として都道府県知事から推薦を受けた団体を委託
先とすることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

11,971,000 11,971,000 100.0% 0 所見なし

9
山梨労働書庫に係る民
間ビル賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

株式会社ダイタ
山梨県甲府市丸の
内2-14-13

労働局書庫として使用している建物の賃貸借契約
であり、庁舎からの距離、必要面積等の条件を満
たす物件が他になく、当該建物を継続して使用す
ることが必要であることから、競争を許さないた
め。（会計法第29条の3第4項）

1,712,868 1,712,868 100.0% 0

10
甲府公共職業安定所来
庁者用駐車場に係る賃
貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨県
山梨県甲府市丸の
内1-6-1

来庁者用駐車場として使用している土地に係る賃
貸借契約であり、近隣に他の適当な物件がなく、
来庁者の利便性を考慮すれば、継続して使用する
ことが必要であることから、競争を許さないため。
（会計法第29条の3第4項）

2,081,437 2,081,437 100.0% 0

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　
　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　



〔随意契約によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の
役員の数

（人）
備　考

公共調達監視委
員会審議結果状

況（所見）

様式４

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

11
甲府公共職業安定所来
庁者用駐車場に係る賃
貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

リッチダイヤモンド株
式会社
山梨県甲府市高畑
1-13-36

来庁者用駐車場として使用している土地に係る賃
貸借契約であり、近隣に他の適当な物件がなく、
来庁者の利便性を考慮すれば、継続して使用する
ことが必要であることから、競争を許さないため。
（会計法第29条の3第4項）

3,000,000 3,000,000 100.0% 0

12
富士吉田公共職業安定
所庁舎に係る土地賃貸
借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

富士吉田市
山梨県富士吉田市
下吉田1842

庁舎用地として使用している土地に係る賃貸借契
約であり、当該場所でなければ行政事務を行うこ
とができず、当該土地を継続して使用することが必
要であることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

1,163,739 1,163,739 100.0% 0

13
塩山公共職業安定所庁
舎に係る土地賃貸借契
約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

甲州市
山梨県甲州市塩山
上於曽1085-1

庁舎用地として使用している土地に係る賃貸借契
約であり、当該場所でなければ行政事務を行うこ
とができず、当該土地を継続して使用することが必
要であることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

865,010 865,010 100.0% 0

14
塩山公共職業安定所来
庁者用駐車場に係る賃
貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨交通株式会社
山梨県甲府市飯田
3-2-34

来庁者用駐車場として使用している土地に係る賃
貸借契約であり、近隣に他の適当な物件がなく、
来庁者の利便性等を考慮すれば、継続して使用す
ることが必要であることから、競争を許さないた
め。（会計法第29条の3第4項）

1,296,000 1,296,000 100.0% 0

15
韮崎公共職業安定所来
庁者用駐車場に係る賃
貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日
個人
山梨県韮崎市

来庁者用駐車場として使用している土地に係る賃
貸借契約であり、近隣に他の適当な物件がなく、
来庁者の利便性を考慮すれば、継続して使用する
ことが必要であることから、競争を許さないため。
（会計法第29条の3第4項）

1,108,800 1,108,800 100.0% 0

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　
　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　



〔随意契約によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の
役員の数

（人）
備　考

公共調達監視委
員会審議結果状

況（所見）

様式４

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

16

甲府公共職業安定所附
属相談施設（ジョブカフェ
やまなし（ヤングハロー
ワーク））に係る建物賃貸
借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨県
山梨県甲府市丸の
内1-6-1

附属施設として使用している建物に係る賃貸借契
約であり、当該場所でなければ行政事務を行うこ
とができず、当該建物を継続して使用することが必
要であることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

933,735 933,735 100.0% 0

17
山梨県求職者総合支援
センター賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨県
山梨県甲府市丸の
内1-6-1

附属施設として使用している建物に係る賃貸借契
約であり、当該場所でなければ行政事務を行うこ
とができず、当該建物を継続して使用することが必
要であることから、競争を許さないため。（会計法
第29条の3第4項）

914,923 914,923 100.0% 0

18

甲府公共職業安定所附属
相談施設（ジョブカフェやま
なし（ヤングハローワーク））
及び山梨県求職者総合支
援センター来庁者用駐車場
に係る賃貸借契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

富士急行株式会社
不動産事業部
山梨県富士吉田市
新西原5-2-1

附属施設に附帯する来庁者用駐車場として使用
中の土地に係る賃貸借契約であり、来庁者の利便
性を考慮すれば、継続して使用することが必要で
あることから、競争を許さないため。（会計法第29
条の3第4項）

1,536,660 1,536,660 100.0% 0

19
やまなし暮らし支援セン
ターに係る建物賃貸借
契約

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月1日

山梨県
山梨県甲府市丸の
内1-6-1

一体的実施施設として使用している建物に係る賃
貸借契約であり、当該場所でなければ行政事務を
行うことができず、当該建物を継続して使用するこ
とが必要であることから、競争を許さないため。（会
計法第29条の3第4項）

2,376,000 2,376,000 100.0% 0

20

平成27年度専門家派遣・
相談等支援事業（最低賃
金総合相談支援セン
ター）

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月9日

山梨県中小企業団
体中央会
山梨県甲府市飯田
2-2-1

本事業は、中小企業・小規模事業者への支援とし
て経営改善と労働条件管理の相談等をそれぞれ
の専門家によってワンストップで対応できる最低賃
金総合相談支援センターを整備するものであり、
落札価格のみによって選定すると事業実施能力が
優れた業者等が受託するとは限らないため、当該
事業の目的に最も合致する優秀な企画書を提出し
た者を契約相手方として選定する方法が最も有効
である。よって、一般競争方式ではなく、企画競争
方式を適用した。（会計法第29条の3第4項）

3,699,516 3,699,516 100.0% 0
③

企画競争
１者

所見なし

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　
　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　



〔随意契約によるもの〕

番
号

物品・役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の
役員の数

（人）
備　考

公共調達監視委
員会審議結果状

況（所見）

様式４

公共調達監視委員会審議対象一覧及び審議結果　（物品・役務等）

審査対象期間　　平成２７年　１月　１日～平成２７年　６月３０日 部局名　　山梨労働局

21
平成27年度高齢者活躍
人材育成事業委託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月10日

公益社団法人山梨
県シルバー人材セン
ター連合会
山梨県甲府市飯田
3-3-28

本事業は、高齢者雇用安定法第42条第1項第3号
に基づき実施する事業であり、同法第41条及び第
44条に基づき都道府県知事に指定されたシル
バー人材センターが実施主体となるが、全都道府
県とも各都道府県シルバー人材センター連合会が
指定されていることから、本事業の委託先として唯
一の団体となり、競争を許さないため。（会計法第
29条の3第4項）

21,411,000 21,411,000 100.0% 0
④

新規
所見なし

22
平成27年度訓練受講前
に実施するキャリア・コン
サルティング推進事業

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年4月13日

特定非営利活動法
人山梨県キャリアコ
ンサルティング協会
山梨県中央市若宮
49-7

本事業を適切に実施するためには、より質の高い
キャリア・コンサルタントの確保が必要不可欠であ
ること、事業実施等の適切な把握・確認・報告等に
ついての創意工夫が必要であることなどから、最
も効果的な企画書等を提出した者を契約相手方と
して選定する方法が最も有効である。よって、一般
競争入札方式でなく、企画競争方式を適用した。
（会計法第29条の3第4項）

13,852,465 13,852,465 100.0% 0
③

企画競争
２者

所見なし

23
ポリ塩化ビフェニル廃棄物
（特別管理産業廃棄物）処
理委託

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年6月2日

中間貯蔵・環境安全事
業株式会社
北海道室蘭市仲町１４
－７

ＰＣＢ廃棄物処理を実施できる事業者は当該業者しか
おらず、競争を許さないため。（会計法第29条の3項第4
項）

8,739,360 8,739,360 100.0% 0
④

新規
所見なし

24
「労働関係法のポイント」
購入

支出負担行為担当官
山梨労働局総務部長
有賀　利一
甲府市丸の内1-1-11

平成27年2月25日

株式会社労働基準
調査会
東京都豊島区北大
塚2-4-5

「労働関係法のポイント」は、当該業者が作成・販
売している冊子であり、デザイン等の著作権を有
することから、競争を許さないため。（会計法第29
条の3第4項）

1,413,720 1,413,720 100.0% 0

　②　随意契約見直し計画において、一般競争入札等に移行するとされていたが、移行していないものにあっては、「未措置」。
　③　競争入札、企画競争又は公募をした場合の応札（募）者数（１者の場合は「１者」、２者の場合は「２者」と付すこと。）
　④　新規案件で競争性のない随意契約であるのものにあっては、「新規」。　
　⑤　委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるものにあっては、「再委託」。

※　別紙様式１から別紙様式４の備考欄には、以下の①から⑤に該当する場合には、当該符号を付すこと。
　①　低入札価格調査の対象となったものにあっては、「低入札」。　


	27、第１回監視委員会活動報告書
	様式１

	コピー27、第１回監視委員会対象一覧表（様式１～４）
	様式１
	様式２
	様式３
	様式４


